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一般会計

１．予算規模

令和８年度当初予算額　　　　３２，８２０，０００千円

令和７年度当初予算額　　　　３４，２００，０００千円 予　算　額 予　算　額 増　減　額

    比　　　　較　　 　  　　１，３８０，０００千円（４．０％減） 1 市 税 8,222,477 25.1 % 7,895,860 23.1 % 326,617 4.1 %

２．歳　　入 2 地 方 譲 与 税 334,000 1.0 % 338,000 1.0 % △ 4,000 △ 1.2 %

3 利 子 割 交 付 金 33,000 0.1 % 6,000 0.0 % 27,000 450.0 %

4 配 当 割 交 付 金 83,000 0.3 % 55,000 0.2 % 28,000 50.9 %

5 株式等譲渡所得割交付金 77,000 0.2 % 65,000 0.2 % 12,000 18.5 %

6 法 人 事 業 税 交 付 金 166,000 0.5 % 162,000 0.5 % 4,000 2.5 %

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,886,000 5.7 % 1,787,000 5.2 % 99,000 5.5 %

8 環 境 性 能 割 交 付 金 1 0.0 % 79,000 0.2 % △ 78,999 △ 99.9 %

9 地 方 特 例 交 付 金 126,000 0.4 % 50,000 0.2 % 76,000 152.0 %

10 地 方 交 付 税 9,670,000 29.5 % 9,350,000 27.3 % 320,000 3.4 %

11 交通安全対策特別交付金 6,000 0.0 % 7,000 0.0 % △ 1,000 △ 14.3 %

12 分 担 金 及 び 負 担 金 176,444 0.5 % 158,824 0.5 % 17,620 11.1 %

13 使 用 料 及 び 手 数 料 321,879 1.0 % 311,652 0.9 % 10,227 3.3 %

14 国 庫 支 出 金 4,316,800 13.2 % 4,632,610 13.5 % △ 315,810 △ 6.8 %

15 県 支 出 金 2,364,593 7.2 % 2,560,203 7.5 % △ 195,610 △ 7.6 %

16 財 産 収 入 102,441 0.3 % 112,820 0.3 % △ 10,379 △ 9.2 %

17 寄 附 金 362,200 1.1 % 505,000 1.5 % △ 142,800 △ 28.3 %

18 繰 入 金 1,548,573 4.7 % 1,880,989 5.5 % △ 332,416 △ 17.7 %

19 繰 越 金 400,000 1.2 % 500,000 1.5 % △ 100,000 △ 20.0 %

20 諸 収 入 994,592 3.0 % 1,027,842 3.0 % △ 33,250 △ 3.2 %

21 市 債 1,629,000 5.0 % 2,715,200 7.9 % △ 1,086,200 △ 40.0 %

32,820,000 100.0 % 34,200,000 100.0 % △ 1,380,000 △ 4.0 %

22,090,215 67.3 % 21,737,381 63.6 % 352,834 1.6 %

10,729,785 32.7 % 12,462,619 36.4 % △ 1,732,834 △ 13.9 %

12,128,606 37.0 % 12,392,987 36.2 % △ 264,381 △ 2.1 %

20,691,394 63.0 % 21,807,013 63.8 % △ 1,115,619 △ 5.1 %

令和８年度　旭市一般会計予算の概要

　《　歳　　入　》 　　　　（単位：千円）

令　和　８　年　度 令　和　７　年　度 比　　較　　増　　減

構 成 比 構 成 比 増 減 率

合　　　　　　　　　計

一　　般　　財　　源

特　　定　　財　　源

自　　主　　財　　源

依　　存　　財　　源

区　　　　　　　　分

　1款 市税は、8,222,477千円で、対前年度326,617千円、4.1％の増で計上した。
市民税は、令和7年度決算見込の増加傾向から、個人分を増と見込んだ。固定資産税は、家
屋、土地、償却資産全てで増と見込み、市税全体で増と見込んだ。なお、都市計画税につい
ては、都市計画事業等の財源に、入湯税については観光・消防施設等の整備、及び観光振興
に要する費用の財源に充てる。

　7款 地方消費税交付金は、例年12か月分が交付されるところ、暦日要因があり、令和8年
度で13か月分が交付されるため、1,886,000千円で、対前年度99,000千円、5.5％の増で計上
した。

　8款 環境性能割交付金は1千円で、対前年度78,999千円、99.9％の減で計上した。自動車
税の環境性能割が廃止されることによる減少を見込んだ。

　9款 地方特例交付金は、従来からの住宅ローン減税分に加え、当分の間税率（暫定税率）
と環境性能割の廃止による減収分について、その全額を地方特例交付金で補填するとされて
いることから、126,000千円で、対前年度76,000千円、152.0％の増で計上した。

　10款 地方交付税は、9,670,000千円で、対前年度320,000千円、3.4％の増で計上した。
普通交付税は、地方財政計画に基づき算出し、8,520,000千円、対前年度250,000千円、
3.0％の増で計上した。
　特別交付税は、1,150,000千円で、精神病床数措置単価や地域おこし協力隊の増などか
ら、対前年度70,000千円、6.5％の増で計上した。

　12款 分担金及び負担金は、ゴミ収集運搬業務委託契約の更新に伴い、東総地区広域市町
村圏事務組合からの廃棄物運搬費用差額分負担金の増により、176,444千円、対前年度
17,620千円、11.1％の増で計上した。

　14款 国庫支出金は、4,316,800千円で、対前年度315,810千円、6.8％の減で計上した。
主なものは、児童手当負担金917,118千円、障害者自立支援給付費等負担金805,134千円、生
活保護費負担金701,821千円を計上した。

　15款 県支出金は、2,364,593千円で、対前年度195,610千円、7.6％の減で計上した。
主なものは、障害者自立支援給付費等負担金402,567千円、子どものための教育・保育給付
費負担金302,641千円、保険基盤安定負担金202,688千円を計上した。　

　17款 寄附金は、362,200千円で、ふるさと応援寄附金の決算見込み額から算出し、対前年
度142,800千円、28.3％の減で計上した。

  18款 繰入金は、1,548,573千円で、対前年度332,416千円、17.7％の減で計上した。
主なものは、財政調整基金繰入金508,000千円、減債基金繰入金500,000千円、ふるさと応援
基金繰入金370,000千円を計上した。

　21款 市債は、1,629,000千円で、対前年度1,086,200千円、40.0％の減で計上した。
主なものは、過疎対策事業債がソフト分5事業､ハード分15事業の計1,062,400千円、公共施
設等適正管理推進事業債が3事業201,900千円、公共事業等債が9事業105,000千円等を計上し
た。
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一般会計

３－１．歳　　出（ 目 的 別 ） 　《　歳　　出　》　目 的 別

予　算　額 予　算　額 増　減　額

1 議 会 費 225,038 0.7 % 221,064 0.7 % 3,974 1.8 %

2 総 務 費 4,159,051 12.7 % 4,536,655 13.3 % △ 377,604 △ 8.3 %

3 民 生 費 11,707,258 35.7 % 11,741,238 34.3 % △ 33,980 △ 0.3 %

4 衛 生 費 4,375,276 13.3 % 4,405,134 12.9 % △ 29,858 △ 0.7 %

5 労 働 費 6,992 0.0 % 6,723 0.0 % 269 4.0 %

6 農 林 水 産 業 費 1,054,212 3.2 % 1,134,669 3.3 % △ 80,457 △ 7.1 %

7 商 工 費 403,464 1.2 % 409,998 1.2 % △ 6,534 △ 1.6 %

8 土 木 費 2,101,751 6.4 % 2,678,717 7.8 % △ 576,966 △ 21.5 %

9 消 防 費 1,289,507 3.9 % 2,137,398 6.3 % △ 847,891 △ 39.7 %

10 教 育 費 3,739,891 11.4 % 3,433,158 10.0 % 306,733 8.9 %

11 災 害 復 旧 費 7 0.0 % 7 0.0 % 0 0.0 %

12 公 債 費 3,545,163 10.8 % 3,306,629 9.7 % 238,534 7.2 %

13 諸 支 出 金 162,390 0.5 % 138,610 0.4 % 23,780 17.2 %

14 予 備 費 50,000 0.2 % 50,000 0.1 % 0 0.0 %

32,820,000 100.0 % 34,200,000 100.0 % △ 1,380,000 △ 4.0 %

　　　　（単位：千円）

令　和　８　年　度 令　和　７　年　度 比　　較　　増　　減

構 成 比 構 成 比 増 減 率

合　　　　　　　　計

区　　　　　　　　分
　2款 総務費は、人事院勧告等に基づく人件費の増、普通交付税で措置される臨時財
政対策債償還基金費の減債基金への積立てによる増はあるものの、令和7年度に実施し
たデジタル標準化関連経費、国政選挙及び地方選挙に要する経費が減となったことに
より、対前年度377,604千円、8.3％の減となった。

　3款 民生費は、主なものとして、放課後児童クラブの民間委託による増、令和7年度
の地域密着型サービス拠点等整備事業完了による減などにより、前年度からほぼ横ば
いの11,707,258千円となった。

　4款 衛生費は、主なものとして、病院事業債の借り入れに対する交付税措置の増な
どによる旭中央病院運営費負担金の増、令和7年度に実施した火葬場みたま苑旭改修工
事の完了による減、予防接種費用助成金の減などにより、前年度からほぼ横ばいの
4,375,276千円となった。

　6款 農林水産業費は、畜産業者の収益力強化に対する補助金の増はあるものの、飼
料用米生産量の減見込みによる水田農業構造改革推進事業補助金の減や、洋上風力発
電事業撤退により漁業振興基金への積立てを行わないことによる減など、対前年度
80,457千円、7.1％の減となった。

　7款 商工費は、空きテナント等を活用した試験的な短期出店費用を助成する旭市ス
モールビジネス支援補助金の開始や、観光等の情報発信等を行うため新たに、地域お
こし協力隊１名を募集することによる増はあるものの、令和7年度に20周年記念事業分
として実施した、七夕まつり等各種イベント事業に対する補助金増額分の終了などに
より、対前年度6,534千円、1.6％の減となった。

　8款 土木費は、橋梁長寿命化修繕事業や道路新設改良事業の増があるものの、都市
計画見直し支援業務の終了や、飯岡海上連絡道三川蛇園線整備事業、蛇園南地区排水
路整備事業などの大型事業の事業完了、地域排水工事の進捗などにより、対前年度
576,966千円、21.5％の大幅な減となった。

　9款 消防費は、消防支援情報管理システムの更新やマイナ救急サービスの開始等に
よる常備消防事務費の増はあるものの、防災行政無線改修工事の完了や救助工作車更
新分の減により、対前年度847,891千円、39.7％の大幅な減となった。

　10款 教育費は、児童生徒用タブレット端末の更新完了などによる減はあるものの、
ひかた椿小学校開校に向けた大規模改造工事の進捗、（仮称）海上地域小学校開校準
備のための嚶鳴小学校校舎改修工事の設計やプール解体撤去工事、また、（仮称）北
統合中学校や（仮称）旭地域南小学校の各種会議等、統合関係の事業費計上により、
対前年度306,733千円、8.9％の増となった。
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一般会計

３－２．歳　　出（ 性 質 別 ） 　《　歳　　出　》　性 質 別

予　算　額 予　算　額 増　減　額

1 人 件 費 6,746,274 20.6 % 6,705,144 19.6 % 41,130 0.6 %

2 物 件 費 4,500,654 13.7 % 4,932,656 14.4 % △ 432,002 △ 8.8 %

3 維 持 補 修 費 147,197 0.5 % 151,568 0.4 % △ 4,371 △ 2.9 %

4 扶 助 費 6,734,710 20.5 % 6,725,682 19.7 % 9,028 0.1 %

5 補 助 費 等 5,001,071 15.2 % 4,991,893 14.6 % 9,178 0.2 %

6 普 通 建 設 事 業 費 2,630,868 8.0 % 3,873,044 11.3 % △ 1,242,176 △ 32.1 %

 イ   補　　　　助 1,461,374 4.4 % 646,701 1.9 % 814,673 126.0 %

 ロ　 単　　　　独 1,077,134 3.3 % 3,150,079 9.2 % △ 2,072,945 △ 65.8 %

ハ 県営事業負担金等 92,360 0.3 % 76,264 0.2 % 16,096 21.1 %

7 災 害 復 旧 費 7 0.0 % 7 0.0 % 0 0.0 %

8 公 債 費 3,545,163 10.8 % 3,306,629 9.7 % 238,534 7.2 %

9 積 立 金 684,179 2.1 % 659,967 1.9 % 24,212 3.7 %

10 投 資 及 び 出 資 金 143,782 0.4 % 178,202 0.5 % △ 34,420 △ 19.3 %

11 貸 付 金 103,200 0.3 % 104,000 0.3 % △ 800 △ 0.8 %

12 繰 出 金 2,532,895 7.7 % 2,521,208 7.4 % 11,687 0.5 %

13 予 備 費 50,000 0.2 % 50,000 0.2 % 0 0.0 %

32,820,000 100.0 % 34,200,000 100.0 % △ 1,380,000 △ 4.0 %

17,026,147 51.9 % 16,737,455 49.0 % 288,692 1.7 %

2,630,875 8.0 % 3,873,051 11.3 % △ 1,242,176 △ 32.1 %

　　　　（単位：千円）

令　和　８　年　度 令　和　７　年　度 比　　較　　増　　減

構 成 比 構 成 比 増 減 率

合　　　　　　　　計

 義務的経費　１＋４＋８

 投資的経費　 ６ ＋ ７

区　　　　　　　　分　1 人件費は、主なものとして、放課後児童クラブの民間委託による減、人事院勧告に基づく給与改
定や地域手当の引き上げなどによる増などにより、前年度からほぼ横ばいの6,746,274千円となっ
た。

　2 物件費は、放課後児童クラブの民間委託による増はあるものの、デジタル標準化関連経費、児童
生徒用タブレット端末更新経費、都市計画見直し支援業務委託の減などにより、対前年度432,002千
円、8.8％の減となった。

　4 扶助費は、主なものとして、児童手当給付費の減、民間保育所や認定こども園への施設型給付費
の増、障害者自立支援給付費の増などにより、前年度からほぼ横ばいの6,734,710千円となった。

　5 補助費等は、主なものとして、飼料用米生産量の減見込みによる水田農業構造改革推進事業補助
金の減、病院事業債の借り入れに対する交付税措置の増などによる旭中央病院運営費負担金の増など
により、前年度からほぼ横ばいの5,001,071千円となった。

　6 普通建設事業費は2,630,868千円、対前年度1,242,176千円、32.1％の減となった。
主な理由として、補助事業では、ひかた椿小学校開校に向けた大規模改造工事の進捗、（仮称）海上
地域小学校関連事業の増。単独事業では、防災行政無線改修工事の減、飯岡海上連絡道三川蛇園線整
備事業や蛇園南地区排水路整備事業などの大型事業が完了したことによる減があった。

　8 公債費は、令和2年度に借り入れた市役所本庁舎建設事業、広域ごみ処理施設整備事業の元金償
還開始及び借入利率の上昇による増などにより、対前年度238,534千円、7.2％の増となった。

　9 積立金は、ふるさと応援寄付金の減見込みによる、ふるさと応援基金積立金の減はあるものの、
普通交付税で措置される臨時財政対策債償還基金費の積み立てによる減債基金積立金の増により、
24,212千円、3.7％の増となった。

　10 投資及び出資金は、143,782千円で、対前年度34,420千円、19.3％の減となった。
水道事業会計、公共下水道事業会計及び農業集落排水事業会計への出資金を計上した。

　12 繰出金は、2,532,895千円で、対前年度11,687千円、0.5％の増となった。
主なものとして、国民健康保険事業特別会計をはじめとする特別会計への繰出金や、後期高齢者医療
広域連合に対する負担金を計上した。

　人件費、扶助費、公債費の義務的経費は、17,026,147千円で、対前年度288,692千円、
1.7％の増となった。

　普通建設事業費、災害復旧費の投資的経費は、2,630,875千円で、対前年度1,242,176千円、
32.1％の減となった。
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　●旭市総合戦略基本目標 　☆旭市総合戦略に位置付けた各事業とSDGsの推進に向けた取り組みについて

　　　　１．魅力ある雇用を創出し、安心して働けるまちづくり 　　　　SDGｓが掲げる17の目標と各事業等において関連するアイコンを表示しています。

　　　　２．結婚・出産・子育ての希望がかない、誰もが生きがいを持てるまちづくり 　　　　複数にわたり該当するものについては、主たるものを3つ掲載しています。

　　　　３．ひとの定着・還流・移住の流れをつくり、人々が集いつながるまちづくり

　　　　４．将来にわたって元気な地域をつくり、安全・安心で暮らしやすいまちづくり

ページ No 事業名
総合
戦略 担当課 ページ No 事業名

総合
戦略 担当課

1 　　　自治体ＤＸ推進事業 4 行政改革推進課 19 （拡）有害鳥獣駆除事業 1

2 （拡）企画事務費 3 20 （拡）海業推進事業 1

3 （拡）シティプロモーション推進事業 3 21 　　　事業者デジタル化支援事業 1

4 （拡）電算システム運用事業 4 22 （拡）商業活性化推進事業 1

5 （拡）移住・定住促進事業 3 21-22 23 　　　冠水対策排水整備事業 3

6 （新）乳児等通園支援事業 2 22 24 　　　橋梁長寿命化修繕事業 3

7 （新）民間教育・保育施設改築等事業 2 23 25 　　　震災復興・津波避難道路整備事業 3

8 （拡）放課後児童クラブ運営事業 2 教育総務課 24 26 　　　大間手線道路改良事業 3

9 （拡）公立保育所運営費 2 27 　　　空き家等対策推進事業 3 都市整備課

10 （新）保育所ＤＸ推進事業 2 28 （拡）消防施設整備事業 4

11 　　　地域医療体制整備事業 4 29 （拡）消防車両整備事業 4

12 （新）がん患者アピアランスケア支援事業 4 30 （拡）防災体制強化事業 4 総務課

13 （拡）感染症予防対策事業 4 31 （拡）学校再編推進事業 2

14 　　　子育て世代包括支援事業 2 32 （拡）小学校統合整備事業 2

15 （拡）妊婦・乳幼児健康診査事業 2 33 （拡）部活動地域クラブ運営事業 2

16 （拡）畜犬等適正管理指導事業 3 環境課 34 　　　大原幽学遺跡史跡公園整備事業 2

17 　　　地域女性デジタル人材育成推進事業 1 商工観光課 35 　　　スポーツ振興事業 2 スポーツ振興課

18 　　　道の駅季楽里あさひ管理費 1 農水産課 36 （拡）学校給食費の完全無償化 2 教育総務課

令和８年度　一般会計予算　主要事業

10 19 農水産課

企画政策課11 20 商工観光課

12

建設課子育て支援課

13

14 子育て支援課 25

消防本部

15
健康づくり課

26

16 27 教育総務課

こども家庭課

17 28 生涯学習課

18 29

(新)：新規事業　(拡)：拡充事業 (新)：新規事業　(拡)：拡充事業
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（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

10,766 10,766

　自治体ＤＸを効率的・効果的に推進していくため、引き続き民間企業からデジタル専門人材
を受け入れ、専門的な見地からの助言を得ながら課題の把握と対策を全庁的に講じていく。
　また、デジタルを活用した業務効率化と人材育成を行い、ＳＭＳ送信サービスや電子申請シ
ステム、会議録等文字起こしシステムを活用した行政事務の効率化を進め、市民サービスの向
上と限られた行政資源の最大効率化を図る。

〇通信運搬費（ＬＧＷＡＮ対応型ＳＭＳ送信サービス）　  　　256千円
〇システム使用料          　　　　　　　　　　　　　　　2,382千円
　・会議録等文字起こしシステム　　　　　　　　　　
　・ＬＧＷＡＮ対応型電子申請システム 　　  　　 　　
〇デジタル専門人材派遣負担金　　   　　         　　　　8,000千円
〇その他事務費等               　　               　　　　128千円

（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

33,256 33,256

　重要な将来事業等の企画調整や広域行政に係る事務。令和8年度は成田空港機能強化に伴う
まちづくり方針基礎調査委託や千葉工業大学との域学連携事業、ＣＣＤプロジェクトの推進に
関する業務について新たに事業を推進していく。

〇分析調査委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6,100千円
　・（新）成田空港機能強化に伴うまちづくり方針基礎調査委託　　　 
　・（新）旭市×千葉工業大学　域学連携事業　　　　　　　　　　　 
〇（新）ＣＣＤプロジェクトの推進に関する業務　　　　　　　　　　　 180千円
〇東総地区広域市町村圏事務組合負担金           　　　　　　　　 25,922千円
○その他事務費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　    1,054千円

No. 1 事業名 　自治体ＤＸ推進事業

予算書 P 52 科　目 2款 総務費 担当課 行政改革推進課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

No. 2 事業名 （拡）企画事務費

予算書 P 60 科　目 2款 総務費 担当課 企画政策課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容
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（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

16,311 4,400 11,911

　ロケ誘致・支援を行うことによる作品を通した情報発信、映画やドラマ等の作品の舞台を訪
れてもらうロケツーリズムを推進することで認知度向上を図る。また、インスタグラム等のＳ
ＮＳを通じた情報発信に関する専門的知識を有する事業者にコンサルティング業務を委託する
ことで市の魅力を効果的に発信することを目指す。

〇（新）コンサルティング業務委託料（情報発信コンサルティング）　　1,912千円
〇ロケツーリズム推進業務委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,250千円
〇（新）地域おこし協力隊業務委託料　　　　　　　　　　　　　　　　5,500千円
〇ロケツーリズム協議会会費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　550千円
〇その他事務費等　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　99千円

※財源
　地域未来交付金（地域未来推進型）（国）　　　　　　　　　　　　　4,400千円

（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

343,952 44,028 299,924

　住民基本台帳、税金、国民健康保険、介護保険、福祉などの住民情報系システムや、人事給
与、財務会計、庶務事務、文書管理、グループウェアなどの内部情報系システムの運用管理の
ほか、ＧＩＳ整備業務委託等を実施する。

〇電算機保守委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　146,930千円
〇電算業務委託料（うち（新）ＧＩＳ整備業務　35,607千円）　　47,310千円
〇事務機器賃借料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　103,096千円
〇その他事務費等　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 46,616千円

※財源　　
　地域未来交付金（デジタル実装型）（国）　　 　　　　 　　　17,803千円
　デジタル基盤改革支援補助金（国）　　　　　　　　　 　　　 22,061千円
　マイナンバーカード交付事務費補助金（国）　　　　　　　 　　1,450千円
　母子保健衛生費補助金（国）　　　　　　　　　　　　　　　　　 786千円
　妊婦のための支援給付費補助金（国）　　　　　　　　　　　　　 828千円
　国民年金事務費交付金（国）　　　　　　　　　　　　　　　　 1,100千円

No. 3 事業名 （拡）シティプロモーション推進事業

予算書 P 63 科　目 2款 総務費 担当課 企画政策課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

No. 4 事業名 （拡）電算システム運用事業

予算書 P 64 科　目 2款 総務費 担当課 企画政策課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容
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（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

50,315 5,250 40,812 4,253

　定住を目的とした旭市への転入者や市内在住の若者世帯に対し、住宅取得時に奨励金を交付
する。
　また、移住サポートセンター業務を市内の民間企業に委託し、移住希望者の相談窓口を運営
することで移住・定住の促進を図る。

〇移住サポートセンター運営委託料　　　　　　　　　　　　1,800千円
〇起業・就業等創出事業移住支援金　　　　　　　　　　　　7,000千円
〇定住促進奨励金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 30,100千円
〇若者世帯住宅取得奨励金　　　　　　　　　　　　　　　　9,600千円
〇その他事務費等（移住イベント・情報発信関係経費等）　　1,815千円

※財源
　起業・就業等創出事業補助金（県）　　　　　　　　　　　5,250千円
　地域振興基金繰入金　　　　　　　 　　　　　　　　　　39,700千円
　ふるさと応援基金繰入金　　　　　　　　　　　　　　　　1,112千円

（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

12,497 9,372 1,562 1,563

　乳児等通園支援事業は、全てのこどもの育ちを応援し、全ての子育て家庭に対して支援を強
化するため、現行の幼児教育・保育給付に加え、月一定時間までの利用可能枠の範囲内で、就
労条件等を問わず時間単位で保育所等を利用できるよう、令和8年4月から法定化された新たな
通園給付制度である。
　当該給付により、家庭だけでは得られない経験を通してこどもの育ちの支援を図る。

　3歳未満の未就園児童の保護者が、児童福祉法に基づく乳児等通園支援事業を利用したとき
に、当該乳児等通園支援の利用に要した費用について、子ども・子育て支援法に基づき当該保
護者に支払うべき限度において、当該保護者に代わり市から乳児等通園支援事業者（市から認
可及び確認を受けた保育所、認定こども園、小規模保育事業所等）に対し支給する。

〇乳児等支援給付費（市内乳児等通園支援事業者2施設（予定））12,497千円

※財源
　乳児等のための支援給付交付金（国）　 　　　　　　　　　　 9,372千円
　乳児等のための支援給付交付金（県）  　　　　　　　　　　　1,562千円

No. 5 事業名 （拡）移住・定住促進事業

予算書 P 68 科　目 2款 総務費 担当課 企画政策課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

No. 6 事業名 （新）乳児等通園支援事業

予算書 P 107 科　目 3款 民生費 担当課 子育て支援課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容
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（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

30,000 20,000 10,000

　保育を必要とするすべての子育て家庭に対し、適切な教育・保育サービスを提供できる環境
整備をするため、市が補助主体となって、民間教育・保育施設の施設整備事業経費の一部を助
成する。
　[干潟町中央保育園]　園舎増改築事業（大規模修繕）
 　構造・規模：木造1階建　　延床面積　：617.19㎡

○民間教育・保育施設改築等事業補助金　　　30,000千円

※財源
　保育所等整備交付金（国）　　　　　　　　20,000千円
　児童福祉施設改修事業債　　　　　　　　　10,000千円

（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

330,412 77,059 77,059 62,467 113,827

　保護者が就労等により昼間家庭にいない児童に適切な遊び及び生活の場を与えることで健全
な育成を図る。
　また、令和8年度より事業の一部を民間業者へ委託することにより効率的な運営を行う。
　[事業期間]令和8年度～令和10年度　[全体事業費]847,476千円

〇光熱水費　　　　　　　　 　       　　　　　1,900千円
〇修繕費　　　　　　　       　　　　　　　　　 898千円
〇通信運搬費　　　　　　　　　　　　　　　　　　824千円
〇（新）放課後児童クラブ運営業務委託料　　　322,572千円
〇事務用備品代　　　　　　　　　　　　　　　　2,889千円
〇その他事務費等　　　　　　　　　　　　　　　1,329千円

※財源
　子ども・子育て支援交付金（国）　　　　　　 77,059千円
　子ども・子育て支援交付金（県）　　　　　　 77,059千円
  放課後児童クラブ受託料　　　　　　　　　　 62,467千円

No. 7 事業名 （新）民間教育・保育施設改築等事業

予算書 P 111 科　目 3款 民生費 担当課 子育て支援課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

No. 8 事業名 （拡）放課後児童クラブ運営事業

予算書 P 111 科　目 3款 民生費 担当課 教育総務課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容
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k

（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

615,705 450 89,728 525,527

　保護者が働いているなどの理由によって保育の必要性のある児童を預かるため、公立保育所
9ヶ所の管理・運営を行う。
　令和8年度は、全公立保育所にＡＥＤ及び見守りカメラを導入し、児童の安心安全と保育の
透明性を図る。

○会計年度任用職員報酬等　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　330,000千円
○賄材料費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　107,192千円
○調理業務委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 109,343千円
○諸借上料（うち（新）保育所ＡＥＤの賃貸借及び保守　  483千円）　  　730千円
○（新）カメラ設置工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　1,914千円
○保育用備品費（うち（新）保育所見守りカメラの購入　2,255千円）　　7,681千円
○その他事務費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  58,845千円
※財源
　保育所給食費負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 15,769千円
　公立保育施設保育料・使用料　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 57,459千円
　保育対策総合支援事業費補助金（国）　　　　　　　　　　 　　　　　　450千円
　保育所職員給食費収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  16,500千円

（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

12,236 6,385 5,851

　保育現場の業務効率化及び保育の質の向上等を図るため、登降園管理や保護者連絡などの業
務に保育ＩＣＴシステムを導入・活用することで、職員の負担軽減や保護者の利便性の向上、
職員と保護者の円滑な情報共有を推進する。

○通信運搬費（光回線・ＳＩＭ通信）　　　　　　　　　　　　　　　　　1,582千円
○手数料（ＳＩＭ契約）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　189千円
○システム使用料（保育ＩＣＴシステム使用料）　　　　　　　　　　　　2,508千円
○ネットワーク設備改修工事（光回線開通工事・無線ＬＡＮ設置工事 　　 　722千円
○保育用備品費（保育ＩＣＴシステム用端末・機器）　　　　　 　　 　　5,622千円
○保育ＩＣＴシステム導入補助金　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　1,613千円

※財源
　地域未来交付金（デジタル実装型）(国)　　　　　 　　　　　　　　　 5,310千円
　保育対策総合支援事業費補助金（国）　　　　　　　             　　 1,075千円

No. 9 事業名 （拡）公立保育所運営費

予算書 P 117 科　目 3款 民生費 担当課 子育て支援課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

No. 10 事業名 （新）保育所ＤＸ推進事業

予算書 P 119 科　目 3款 民生費 担当課 子育て支援課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容
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（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

24,392 24,392

　補助金の交付により、新規開業を検討する小児科医への支援を行い、地域における小児科医
療体制の安定確保を図る。

（対象者）市内に小児科を有する診療所等を開設する者又は新たに小児科を診療科目として追
加する者。
（補助対象経費）
　（1）土地の取得及び賃貸借に要する経費　　（2）建物の取得及び賃貸借に要する経費
　（3）建物の改修に要する経費　　　　　　　（4）医療機器の取得及び賃貸借に要する経費

〇広告料            　　　　     　　　  392千円
〇小児科診療所等新規開業補助金  　　　18,000千円
〇小児科診療科目新設補助金　　 　　　　6,000千円

※財源
　ふるさと応援基金繰入金　　　　　　　24,392千円

（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

1,000 500 500

　がん治療による外見の変化を補完するための医療用補整具等の購入等に対して費用助成を行
い、心理的及び経済的な負担を軽減し社会生活を支援していくことで、患者の社会参加や生活
の質の向上を図る。

〇がん患者アピアランスケア支援事業助成金　　　　　　　　　　　　　　　　　1,000千円
　・医療用ウィッグ（上限3万円）、胸部補整具・エピテーゼ（上限2万円）
　　各区分ごとに1回のみ助成

※財源
　がん患者アピアランスケア支援事業費補助金（県）　　　　　　　　　　　　　　500千円
　ふるさと応援基金繰入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　500千円

No. 11 事業名 　地域医療体制整備事業

予算書 P 127 科　目 4款 衛生費 担当課 健康づくり課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

No. 12 事業名 （新）がん患者アピアランスケア支援事業

予算書 P 127 科　目 4款 衛生費 担当課 健康づくり課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

－　15　－



（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

191,118 403 190,715

　予防接種法に基づく定期接種の体制整備と任意接種にかかる費用の一部助成を行うことで、
対象疾病のまん延防止と重症化予防を図る。
　今年度より新たに定期化されるＲＳウイルスワクチンの円滑な実施体制を整え、感染症のリ
スクから市民の健康を守るための環境を構築する。

○予防接種委託料　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　135,258千円
（うち（新）ＲＳウイルス感染症定期予防接種委託料　               9,129千円）
〇インフルエンザワクチン接種費用助成金　　　　　　　　　　　　　17,445千円
〇予防接種助成金（償還払い接種費用助成金等）　　　 　　　　　　　1,838千円
〇新型コロナワクチン接種費用助成金　　　　　　　　　　　 　　　　6,414千円
〇帯状疱疹ワクチン接種費用助成金　　　　　　　　　　　　　　　　19,820千円
〇高齢者肺炎球菌ワクチン接種費用助成金　　　　　　　　　　　　　　 800千円
○その他事務費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 9,543千円
※財源　　
　風しんワクチン接種事業費補助金（県）　　　　　　　　　　　　　　 150千円
　定期予防接種ワクチン再接種事業費補助金（県）　　　　　　　　　　 202千円
　予防接種事故調査費補助金（県）　　　　　　　　　　　　　　　　　　51千円

（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

15,867 9,988 2,939 1,243 1,697

　こども家庭センターにおける母子保健機能として、妊娠･出産･子育てに関する各種の相談に
応じ、妊産婦及び乳幼児の健康の保持及び増進に関する包括的な支援を行う。オンライン医療
相談は妊娠期から子育て期に生じる健康や育児に関する不安を気軽に相談でき、また小児科や
産科の医療機関不足による受診不安の解消を図る。産後ケア事業は産後の母親の身体的な回復
と心理的な安定を促進し、産後うつなどを予防する。

〇会計年度任用職員報酬等　　　　　　　　　9,845千円　
〇オンライン医療相談委託料　　　　　　　　2,178千円
〇産後ケア事業委託料　　　　　　　　　　　3,518千円
〇その他事務費等　　　　　　　　　　　　　　326千円

※財源　
　子ども・子育て支援交付金（国）　　　　　9,988千円
　子ども・子育て支援交付金（県）　　　　　2,939千円
　ふるさと応援基金繰入金　　　　　　　　　1,243千円

No. 13 事業名 （拡）感染症予防対策事業

予算書 P 135 科　目 4款 衛生費 担当課 健康づくり課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

No. 14 事業名 　子育て世代包括支援事業

予算書 P 136 科　目 4款 衛生費 担当課 こども家庭課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容
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（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

45,637 4,462 41,175

　各健診により妊婦・乳幼児の健康状態を確認し、疾病や異常の早期発見に努める。また、日
常生活指導を実施し乳幼児の健康保持増進を図る。
　5歳児に対して健康診査を行い、発達障害等こどもの特性を早期に発見し、特性に合わせた
適切な支援を行うことを目的に5歳児健康診査を実施する。

〇保健事業嘱託医　　　　　　　　　　　　　1,955千円
　(うち（新）5歳児健康診査　　　　　　　　　345千円）
〇会計年度任用職員報酬費等　　　　　　　　3,737千円
　(うち（新）5歳児健康診査　　　　　　　　1,127千円）
〇妊婦・乳児健康診査助成金　　　　　　　 36,944千円　
〇その他事務費等　　　　　　　　　　　　　3,001千円
　(うち（新）5歳児健康診査　　　　　　　　　534千円）

※財源　
　母子保健衛生費補助金（国）　　　　　　　2,622千円
　医療施設運営費等補助金（国）　　　　　　1,840千円　　　　

（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

5,497 300 3,046 2,151

　狂犬病は、致死率100％という恐ろしい感染症でワクチン接種が有効であることから、公益
社団法人千葉県獣医師会と契約を締結し、狂犬病集合注射を実施している。
　また、捨て犬及び捨て猫を増やさないため、犬猫の不妊及び去勢手術費用を助成しているほ
か、飼い主がいない猫に対しても不妊及び去勢手術費用の助成を行い、殺処分数の抑制を図っ
ている。

〇消耗品費（畜犬登録用鑑札、注射済票、捕獲機等）　　　　　　　　　266千円
（うち（新）飼い主のいない猫用捕獲用品　 　　　　　　　　　　　　 150千円）
〇狂犬病予防注射委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,835千円
〇畜犬登録受付業務委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　175千円
〇犬猫の不妊・去勢手術普及補助金　　　　　　　　　　　　　　　　1,500千円
（うち（新）飼い主のいない猫の不妊及び去勢手術補助金  　　　　　　300千円）
〇その他事務費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　721千円

※財源
　畜犬登録等手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　211千円
　飼い主のいない猫の不妊・去勢手術等推進事業費補助金（県）　　　　300千円
　狂犬病予防注射実施料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,835千円

No. 15 事業名 （拡）妊婦・乳幼児健康診査事業

予算書 P 137 科　目 4款 衛生費 担当課 こども家庭課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

No. 16 事業名 （拡）畜犬等適正管理指導事業

予算書 P 142 科　目 4款 衛生費 担当課 環境課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容
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（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

3,653 2,732 921

　在宅での就業を希望する女性を対象に、テレワーク等に必要なデジタルスキルを習得するた
め、ＡＩ活用やＷＥＢデザイン等について、より高度なスキルを習得した自営型テレワーカー
の育成を行う。
　また、就業機会の提供や紹介など、就労支援を行う。

〇印刷製本費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9千円
　・セミナー募集チラシ　3,000部
〇デジタル人材育成業務委託料　　　　　　　　　3,644千円
　・テレワークセミナー（入門1回・スキルアップ6回）
　・キャリアカウンセリングサポート（応募書類・面接アドバイス等サポート）
　・ビジネスマッチングサポート（就労機会の提供及び紹介）

※財源
　地域女性活躍推進交付金（国）　　　　　　　　2,732千円
　ふるさと応援基金繰入金　　　　　　　　　　　　921千円

（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

9,580 8,860 720

　旭市の基幹産業である農水産業の発展と地産地消の推進・観光立地としての魅力を向上させ
ることを目的に整備した「道の駅 季楽里あさひ」の施設管理を行う。
［指定管理の状況］
　　指定管理期間：令和7年度～令和12年度
　　指定管理者：（株）季楽里あさひ　

〇修繕料（施設修繕料・バックヤードエアコン入替）　　　　　　1,380千円
〇道の駅改修工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,980千円
  ・レストラン西側フェンス等修繕　　　　　
  ・駐車場屋根修繕　　　　　　　　　　　　　　　
  ・複合遊具修繕　　　　　　
〇その他事務費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　220千円

※財源
　道の駅整備基金繰入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,860千円

No. 17 事業名 　地域女性デジタル人材育成推進事業

予算書 P 152 科　目 5款 労働費 担当課 商工観光課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

No. 18 事業名 　道の駅季楽里あさひ管理費

予算書 P 159 科　目 6款 農林水産業費 担当課 農水産課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

－　18　－



（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

7,588 3,274 4,314

　農作物に被害を及ぼす鳥獣（カラス・ハト・ハクビシン・イノシシ等）の駆除を旭市鳥獣被
害防止計画に基づき行う。
　また、現在行っているイノシシ対策を持続可能とするため、地元住民による鳥獣被害対策実
施隊を設置し、地域ぐるみで農業被害の防止を図る。

〇（新）鳥獣被害対策実施隊員報酬　　　　　　　　 24千円
〇鳥獣駆除委託料　　　　　　　　　　　　　　　3,556千円
〇狩猟免許取得費助成金　　　　　　　　　　　　　 16千円
〇（拡）鳥獣被害防止対策協議会補助金　　　　　3,069千円
〇鳥獣被害防護柵設置事業補助金　　　　　　　　　560千円
〇その他事務費等　　　　　　　　　　　　　　　　363千円

※財源
　鳥獣被害防止総合対策交付金（県）　　　　　　3,000千円
　野生獣管理事業補助金（県）　　　　　　　　　　269千円
　狩猟免許取得促進事業補助金（県）　　　　　　　　5千円

（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

11,619 5,000 6,619

　飯岡漁港について、海業として地域活性化の取組を推進するため、旭市海業推進地域協議会
を設置し、未活用の地域資源を活用するとともに、漁港を中心とした各産業の連携を図り、漁
港周辺の賑わいを創出する。

〇（新）会計年度任用職員報酬等　　　　　　　　　　　6,121千円
（地域プロジェクトマネージャー報酬等）　　　　　
〇分析調査委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,000千円
〇その他事務費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　498千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※財源
　海業振興支援事業費補助金（国）　　　　　　　　　　5,000千円

No. 19 事業名 （拡）有害鳥獣駆除事業

予算書 P 169 科　目 6款 農林水産業費 担当課 農水産課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

No. 20 事業名 （拡）海業推進事業

予算書 P 171 科　目 6款 農林水産業費 担当課 農水産課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容
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（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

6,009 3,004 3,005

　市内の民間事業者をターゲットに、デジタル化への関心を高めるための啓発セミナーを開催
するとともに、デジタル化を希望する事業者を対象に、専門家による伴走支援を行いデジタル
技術の導入を支援する。

〇事業者デジタル化支援業務委託料　　　　　　　　　　6,009千円
　・市内事業者に対する訪問による実態調査の実施
　・ＤＸセミナーの実施　3回
　・ＤＸ導入伴走支援

※財源
　地域未来交付金（地域未来推進型）（国）　　　　　　3,004千円
　ふるさと応援基金繰入金　　　　　　　　　　　　　　3,005千円

（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

14,179 12,179 2,000

　商店街の活性化や商業振興を図るため、空き店舗活用者や商工業後継者育成事業に対し一部
助成を行う。また、商店街等が実施する環境整備やイベント等への一部助成を行い、商店街へ
の顧客の拡大を促す。　　　
　加えて、令和8年度からは実店舗の開業を目指す者に対し、大規模小売店舗内での試験的な
短期出店の費用を助成することで、新規出店を後押しする。

〇空き店舗活用事業補助金　　　　　　　　　 11,679千円
〇商工業後継者育成事業補助金　　　　　　　　　150千円
〇商店街振興事業補助金　　　　　　　　　　　　500千円
　・飯岡商店振興会運営費補助金　　　　　　　　　　　　　
〇商店街等活性化事業補助金　　　　　　　　　　850千円　　　　　　　　
〇商店街等施設及び景観整備事業補助金　　　　　500千円
○（新）スモールビジネス支援補助金　　　　　　500千円

※財源
　ふるさと応援基金繰入金　　　　　　　　　 12,179千円

No. 21 事業名 　事業者デジタル化支援事業

予算書 P 178 科　目 7款 商工費 担当課 商工観光課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

No. 22 事業名 （拡）商業活性化推進事業

予算書 P 178 科　目 7款 商工費 担当課 商工観光課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容
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（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

169,385 24,201 145,184

　道路冠水が多発する地域において、効果的かつ経済的な排水整備を実施し、集中豪雨や台風
等による浸水の解消や緩和を図る。
　[事業期間]　平成28年度～令和10年度
　[対象地区]　イ、ハ、後草

○調査・設計委託料（家屋調査）　　　　　 　　　　　　　19,030千円
○土地等借上料　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 　425千円
○地域排水工事（イ、後草地区　L=407m）　 　　　 　　　149,930千円

※財源
　災害復興基金繰入金　　　　　　　　　　　　　　   　　24,201千円

No. 23 事業名 　冠水対策排水整備事業

予算書 P 191 科　目 8款 土木費 担当課 建設課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容
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（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

119,515 14,100 59,536 11,100 34,779

　橋梁の法定点検を行い、その結果に基づいた予防保全型の修繕計画を策定し、計画に沿った
維持補修工事を実施する。
［事業期間］令和6年度～令和10年度　　
［全体事業費］292,610千円

○調査・設計委託料　　　　　　　　 　 　　　　　　6,270千円　　
○橋梁改修工事（駒込橋外5橋）　　　　　　　 　  113,245千円　　　　　

※財源
　道路メンテナンス事業費補助金（国）　　  　   　14,100千円
　農業競争力強化基盤整備事業費補助金（県）　　 　59,536千円
　橋梁改修事業債　                 　　　　　　　11,100千円

No. 24 事業名 　橋梁長寿命化修繕事業

予算書 P 192 科　目 8款 土木費 担当課 建設課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

－　22　－



（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

8,385 8,300 85

　東日本大震災により津波被害を受けた地域における避難道路の整備及び被災地域の復興のた
め重要路線を整備する。
【事業期間】　平成25年度～
【全体事業費】横根・三川線　　 657,000千円 Ｌ＝1,300ｍ
　　　　　　　椎名内・西足洗線 925,000千円 Ｌ＝3,000ｍ 

○調査・測量委託料　　　　　　　　　　　8,385千円　　　　　　　　　　　

※財源
　震災復興・津波避難道路整備事業債　　　8,300千円

No. 25 事業名 　震災復興・津波避難道路整備事業

予算書 P 192 科　目 8款 土木費 担当課 建設課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容
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（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

124,984 59,400 53,400 12,184

　旭市国土強靭化地域計画に位置付けられ、主要地方道銚子旭線から東総広域農道までを結
び、本市の交通ネットワークの骨格を形成する重要な路線であり、防災機能の確保およびアク
セス向上の効果が期待される。
　[事業期間]　令和7年度～令和10年度
　[全体事業費]　553,000千円　L=1,594m

○調査・測量委託料　　　　　　　　　　　　　　3,300千円　　　　　　　　　　
○道路改良工事  L=524m　　　　　　　   　 　118,800千円
○道路用地購入費　　　　　　　　　　　　　　　　150千円
○補償金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,734千円

※財源
　社会資本整備総合交付金（国）　　　　　　　 59,400千円
　大間手線道路改良事業債　　　　　　　 　　　53,400千円

No. 26 事業名 　大間手線道路改良事業

予算書 P 192 科　目 8款 土木費 担当課 建設課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容
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（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

10,791 4,634 1,567 600 3,990

　適切に管理されていない空家等が防災、防犯、衛生等の観点から周辺の生活環境に影響を及
ぼしていることを鑑み、良好な生活環境の保全を図るとともに空家等の利用を促進し、安全安
心で環境の整ったまちづくりを図る。

〇手数料（財産管理制度申立て予納金）　　　  　　　 　2,020千円
〇解体・撤去工事（緊急安全措置・略式代執行費用）　 　5,869千円
〇空き家等改修解体補助金　　　　　　　　　　　　　 　2,000千円
　・空家バンク登録物件改修事業補助金
  ・空家活用支援事業補助金　　　　　　　  　　　　　　
　・空家等除却事業補助金　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　 
〇その他事務費等　　　　　　　　　　　　　　　　  　　 902千円

※財源　
　空き家対策総合支援事業費補助金（国）  　　 　    　4,634千円
　空き家等対策推進事業費補助金（県）　　　 　　　　  1,567千円
　行政代執行費用等弁償金　　　　　　　　　 　　　      600千円

（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

43,962 15,400 11,863 16,699

　地震等の大規模災害発生時、水道管が破裂し消火栓が使用不能となり、拡大する火災に対し
て消火活動が困難となることが懸念されることから、消防力の強化を図るため耐震性貯水槽を
新設する。
　また、消火栓の新設、消防水利の安全管理と維持補修を実施する。

〇消火栓標識設置等工事　　　　　　　　　　655千円
〇防火水槽設置工事　　　 　　　　　　　15,488千円
〇防火水槽改修工事　　　　　　　　　　　5,065千円
　・防火水槽有蓋化改修工事　　　　　　
　・防火水槽漏水改修工事　　
〇解体・撤去工事（防火水槽）　　　　　　8,746千円
〇消火栓維持管理費負担金　　　　　　　　7,210千円
〇消火栓設置費負担金　　　　　　　　　　6,798千円

※財源
　災害復興基金繰入金　　　　　　　　　 11,863千円
　消防施設整備事業債　　　　　　 　　　15,400千円

No. 27 事業名 　空き家等対策推進事業

予算書 P 201 科　目 8款 土木費 担当課 都市整備課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

No. 28 事業名 （拡）消防施設整備事業

予算書 P 206 科　目 9款 消防費 担当課 消防本部

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容
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（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

26,127 26,127

　複雑多様化する各種災害から市民の生命、身体及び財産を守り、住民が安心して暮らせるよ
う迅速かつ効果的な現場活動を行うため、老朽化した本署の指揮車を更新し消防力の機能強化
を図る。

〇車両購入費　　　　　　　　26,127千円
　・（新）指揮車　　　　　　　　

※財源
　ふるさと応援基金繰入金　　26,127千円

（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

15,897 1,619 743 440 13,095

 避難訓練や防災教育等の一環として、親子で参加する防災スポーツ等の防災フェアを実施
し、若年層の防災意識の向上を目指す。また、「あさひ防災フェア」を「あさひスポーツフェ
スティバル」と同時開催することで、互いの参加者を取り込むなど相乗効果を期待する。
 罹災証明書発行の迅速化と災害対応業務のＤＸ化を図るため、被災者生活再建システムを導
入し、被災者情報を一元管理することで、事務の効率化と早期・的確な支援を実施する。

〇会計年度任用職員報酬等           　　　　　      　5,766千円
〇親子向け防災イベント開催委託料           　　　　　1,088千円
〇会場設営委託料（防災フェア）　　　　　　　　　 　　　950千円
○（新）被災者支援システム運用事業負担金   　　　　　3,239千円
〇自主防災組織補助金                             　　　750千円
〇その他事務費等                             　　　　4,104千円

※財源
　地域未来交付金（デジタル実装型）（国） 　　  　　　1,619千円
  千葉県地域防災力充実・強化補助金（県） 　　   　　　 743千円
  ふるさと応援基金繰入金                             　440千円

No. 29 事業名 （拡）消防車両整備事業

予算書 P 206 科　目 9款 消防費 担当課 消防本部

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

No. 30 事業名 （拡） 防災体制強化事業

予算書 P 209 科　目 9款 消防費 担当課 総務課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容
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（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

16,052 3,000 13,052

　少子化により児童生徒数が減少している中で、将来を担う子どもたちにとって公平で充実し
たより良い教育環境を確保するため、学校の再編を進める。
　[学校再編の進め方]
①保護者説明会（アンケート）　②地域説明会　③地域検討会議（各学校）
④代表者会議（統合校）　⑤準備委員会

○会計年度任用職員報酬等                           　8,223千円
　・準備委員会委員報償費（ひかた椿小学校、（仮称）海上地域小学校）
　・代表者会議委員報酬（（仮称）北統合中学校、（仮称）旭地域南小学校）
○システム使用料　　　　　　　　　　　　　　　  　　　  40千円
　・（新）バス乗降管理用アプリ等経費（準備期間）（ひかた椿小学校）
○（新）閉校記念事業費補助金（ひかた椿小学校）　　　 3,226千円
〇その他事務費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,563千円　　
　・（新）スクールバス運行業務委託 　[事業期間]　令和8年度～令和11年度　※R8…0円

※財源
　ふるさと応援基金繰入金　　　　　　　　　　　　　 　3,000千円

（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

923,607 161,490 753,200 8,900 17

　学校再編により「ひかた椿小学校（令和9年4月）」及び「（仮称）海上地域小学校（令和11
年4月）」の開校準備のための校舎及び屋内運動場等の改修工事及び実施設計を行う。
〇ひかた椿小学校　　　　[事業期間]　令和6年度～令和8年度
〇(仮称)海上地域小学校　[事業期間]　令和8年度～令和10年度

〇委託料　　　　 　　102,850千円
　・（新）施工監理業務委託、物品等移転業務委託（ひかた椿小学校）
　・（新）実施設計業務委託（（仮称）海上地域小学校）
〇校舎等改修工事　 　748,154千円
　・大規模改造工事及び外構等改修工事（ひかた椿小学校）
　・（新）プール解体撤去工事（（仮称）海上地域小学校）
〇その他事務費等　　　72,603千円

※財源
　学校施設環境改善交付金（国）　　　　　161,490千円
　公共施設等整備基金繰入金　　　　　　　  8,900千円
　小学校大規模改造事業債　　　　　　　　753,200千円

No. 31 事業名 （拡）学校再編推進事業

予算書 P 217 科　目 10款 教育費 担当課 教育総務課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

No. 32 事業名 （拡）小学校統合整備事業

予算書 P 225 科　目 10款 教育費 担当課 教育総務課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容
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（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

25,985 2,230 3,038 12,600 8,117

　学校における働き方改革を踏まえ、部活動を地域へ移行するにあたり、地域における受け入
れ体制を整える。
　令和8年9月より休日部活動を地域移行するために、コーディネーターを雇用し、移行に向け
検討を重ね体制を整備する。また、移行後のクラブ運営は業務委託により行う。
　地域移行及び地域クラブ運営事務局の活動状況について市ＨＰ等を通じて周知を図る。

〇会計年度任用職員報酬等　　　　　　　　　　　　　　 　　　3,040千円
〇（新）部活動地域クラブ運営業務委託料　　　 　　　　　　 21,270千円
○（新）部活動の地域展開等推進事業補助金　　　　　　　 　　1,617千円
〇その他事務費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 58千円

※財源
　部活動地域展開・地域クラブ活動推進事業補助金（国）　 　　2,230千円
　部活動地域展開・地域クラブ活動推進事業補助金（県）　 　　3,038千円
　地域クラブ活動受託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　12,600千円

（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

125,998 24,778 8,000 93,100 120

　令和3年度に策定した史跡大原幽学遺跡整備基本計画に基づき、斜面保護や排水対策、園路
等を整備し、遺跡の保存・活用を図る。
　また、公園北側駐車場を大型車両も利用できるように拡張するほか、身障者等が利用しやす
いように、記念館近くに専用駐車区画を配するなどの整備を進める。

〇公園改修工事　　　　　　　　　　 　　　125,998千円
　・排水・斜面保全等整備工事　　　　
　・（新）記念館駐車場整備工事　　
　・（新）電柱移設工事　　　　　 

※財源
　文化財保存事業費補助金（国）　　　　　  24,778千円
　文化財保存整備事業費補助金（県）　　　　 8,000千円
　社会教育施設改修事業債　　　　　　　　　93,100千円

No. 33 事業名 （拡）部活動地域クラブ運営事業

予算書 P 241 科　目 10款 教育費 担当課 生涯学習課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

No. 34 事業名 　大原幽学遺跡史跡公園整備事業

予算書 P 259 科　目 10款 教育費 担当課 生涯学習課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容
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（単位：千円）

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

23,420 17,492 5,928

　各種スポーツイベントや卓球の全国大会の開催のほか、スポーツ団体や全国大会・国際大会
への出場者、地域部活動への補助金の交付を行い、スポーツの振興を図る。
　また、障がいのある人が気軽にスポーツに触れ、楽しさを実感できるようパラ卓球拠点活動
を実施し、パラスポーツの普及を図る。

〇報償金（パラ卓球拠点活動（講師謝礼・消耗品））　　303千円
〇あさひスポーツフェスティバル開催補助金　　　　　3,350千円
〇飯岡しおさいマラソン大会補助金　　　　　　　　　7,440千円
〇市スポーツ協会補助金　　　　　　　　　　　　　　2,439千円
〇市民駅伝大会補助金　　　　　　　　　　　　　　　1,873千円
〇スポーツ大会招致・開催補助金　　　　　　　　　　2,500千円
〇スポーツ大会出場奨励金　　　　　　　　　　　　　　900千円
〇部活動地域移行モデル事業補助金　　　　　　　　　1,194千円
〇その他スポーツ大会運営補助金等　　　　　　　　　3,421千円

※財源
　ふるさと応援基金繰入金　　　　　　　　　　　　 17,492千円

（単位：千円）

△259,694 ― ― ― ― ― 

　子育て世帯の負担軽減を図るため、児童・生徒の学校給食費を無償化する。
県の第3子以降の公立学校給食費無償化支援補助金や、新たに創設される公立小学校学校給

食費負担軽減補助金を活用し、令和7年度に引続き、学校給食費の完全無償化を実施する。

〇負担軽減額
　・小学校分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△161,453千円
　・中学校分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　△98,241千円

※財源
　公立小学校学校給食費負担軽減事業費補助金（県）　　　147,004千円
　千葉県公立学校給食費無償化支援事業費補助金（県）　　　5,292千円

No. 35 事業名 　スポーツ振興事業

予算書 P 262 科　目 10款 教育費 担当課 スポーツ振興課

予算額
事 業 費

事業の
概　要

本年度
事業内容

No. 36 事業名 （拡）学校給食費の完全無償化

予算書 ― 歳入科目 12款 負担金及び分担金 担当課 教育総務課

予算額

学校給食費
負担軽減額

事業の
概　要

本年度
事業内容
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